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 能力評価制度の活用促進
建設技能者の技能と経験を活用して、客観的な評価を実施する「建設技能者の能力評価制度」
の活用によって、技能・経験に応じた適切な処遇につながることが期待されるため、能力評価
の基礎となる、現場等での就業履歴等の蓄積に向けた取組を加速化し、更なる活用に向けて促
進を図る。
また、「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」や「専門工事業の施工能力等の見える
化制度」の運用等、事業者が市場で選ばれる仕組みを強化するための検討が必要である。
 助成金によるＣＣＵＳの活用促進
建設業における入職促進や賃金の改善等の雇用管理に極めて有用なＣＣＵＳについては、業
界全体で幅広い活用を促すことが重要であることから、その効果が最大限発揮されるよう、事
業主及び事業主団体のニーズ等を踏まえながら、普及・活用に向けた、効果的な建設関係助成
金の活用が図られるよう推進する。

５ 雇用改善推進体制の整備
 雇用改善を図るための諸条件の整備
建設業における雇用改善を図るためには、重層下請構造等の建設産業における諸慣行や、建
設産業における生産の仕組みに関わる事項について、関係事業者が改善に取り組むとともに、
建設業行政等をはじめとする関係行政を所管する各機関において、引き続き指導等を適切に行
う必要がある。
このため、ＣＣＵＳの活用促進を通じ技能者への適切な処遇の実現を推進することに加え、
改正法及び公共工事の品質確保の促進に関する法律等の一部を改正する法律（令和６年法律第
54号）により改正された、いわゆる第三次・担い手３法に基づき講じられることとなる、工期
ダンピング防止の強化、「労務費に関する基準」による適正な賃金支払と請負契約における適正
な賃金原資の確保等、建設業行政が講じる施策とも連携し、過度な重層下請構造の是正を始め
とした雇用改善に向けた施策を講じることが課題となっている。
ア 雇用改善の推進のための取組
 法令で規定された安全対策の実施、労働保険及び社会保険への適正な加入等は、労働関
係法令等の遵守に不可欠である。労務費、法定福利費、安全衛生経費等の労働者による適
正な施工を確保するために不可欠な経費の確保、適切な工期の設定等について、引き続き、
国土交通省をはじめとする関係行政機関による指導等を進め、公共工事の発注者及び民間
事業者による適切な支払と、技能者を雇用する事業主における建設労働者への適切な対応
による処遇改善を推進する。
 予定価格の適切な設定、工期ダンピング防止の強化、工期変更の円滑化、発注体制が十
分でない市町村等の発注者に対する支援によって、建設労働者への適正な賃金支払、労働
時間の短縮等の労働条件の改善に資する公共工事の発注を推進するための方策や、公正な
受注環境の確保について、各発注者が相互に緊密な連携を図りながら推進する。あわせて、
これらの取組が民間事業者にも浸透するよう、官民一体となって取り組む。

イ 第三次・担い手３法の業界全体への浸透
働き方改革、生産性向上及び処遇改善に総合的に取り組み、担い手を確保し持続可能な産
業とするため、第三次・担い手３法について、民間を含めた発注者の理解と協力を得て、業
界全体はもとより広く社会全般に浸透するような取組を推進する。あわせて、過度な重層下
請改善のために必要な施策のあり方について検討する。

 事業主及び事業主団体における雇用管理体制の整備
建設業における雇用管理の改善を図るためには、事業主及び事業主団体が行う雇用管理の改
善の取組の推進が重要である。
ア 事業主の雇用管理体制の充実
建設労働者の募集、雇入れ、技能の向上、職業生活上の環境整備等に関する下請事業主に
対する指導等の元請事業主の役割が適切に果たされるようにするとともに、雇用管理研修の
内容改善、自主的な研修の実施、コンサルティング等による雇用管理の改善を支援すること
等により、事業主の雇用管理体制を充実させる。

イ 事業主団体における効果的な雇用改善等の推進
専門工事業者団体等の事業主団体が行う自主的な雇用管理の改善の取組の推進について引
き続き啓発・指導を行うとともに、当該団体の取組への支援を引き続き推進し、雇用管理の
改善、若年労働者の確保等を図る。

 建設関係助成金の活用
建設業における雇用管理の改善を図るためには、人材確保等支援助成金、人材開発支援助成
金等の建設関係助成金により、事業主、事業主団体等の雇用管理の改善の取組に対する支援を
引き続き行うことが重要である。
ア ニーズ等を踏まえた制度の見直し
助成金制度について、事業主及び事業主団体におけるニーズ、効果を踏まえながら、継続
的な施策評価に基づき、適宜見直しを行い、効率的かつ効果的な運用を図る。
イ 活用に向けた周知
助成金の積極的な活用のため、引き続き、制度の周知徹底を図る。

６ 建設業務有料職業紹介事業及び建設業務労働者就業機会確保事業の運営
 事業趣旨にのっとった適正な運営の確保
建設業務有料職業紹介事業及び建設業務労働者就業機会確保事業（以下「就業機会確保事業
等」という。）については、制度の趣旨に沿った適正かつ効果的な事業運営を確保することが重
要である。
ア 建設業務労働者就業機会確保事業については、当該事業が建設労働者の雇用の安定のため
の労働力需給調整機能を持つことを踏まえ、一時的に労働力の余剰が生じる事業主のみが送
出可能であって、送出就業に従事させることを目的として労働者を雇用することや、建設業
務労働者就業機会確保事業を主たる業務内容とする部署を設けること等趣旨に反する事業運
営を行うことはできないことについて、指導等を行う。
イ 中間搾取の防止等を図るため、建設雇用改善法第12条第１項に定める実施計画の認定及び
就業機会確保事業等の許可に際しては、申請内容の確認及び審査を厳格に行う。
ウ 実施計画の認定に当たっては、労働政策審議会の意見を踏まえて行う。
エ 実施計画を作成し、その実施に責任を有する事業主団体の役割が重要であることから、事
業主団体において、次の措置が講じられるよう、当該団体に対する指導を行う。
 構成事業主、労働者、受入事業主の元請事業主等関係者に対する制度の趣旨、内容等に
ついての周知・啓発並びに送出事業主及び受入事業主に対する適正な事業運営に関する指
導監督及び相談援助を行う。
 労働者の雇用の安定を重視して、適正な職業紹介を行うほか、送出事業主及び受入事業
主の組合せを検討する。
 送出労働者について、送出事業主に対し、労働保険及び社会保険に適正に加入するよう
促す。
 求人者及び求職者並びに送出事業主、受入事業主、送出労働者等からの苦情について、
適切な処理を図る。

オ 就業機会確保事業等の実施状況を把握し、適切に指導監督を行うとともに、送出労働者等
からの申告に適切に対応する。

 事業の適正な活用促進
就業機会確保事業等については、事業主団体に対し、制度の趣旨等を説明した上で、事業の
活用を検討する事業主団体が適正に活用できるようにすることが重要である。
ア 事業主、事業主団体、労働者等に対して、制度の趣旨、送出事業主及び受入事業主に課さ
れる使用責任の内容、送出労働者等からの申告制度等について周知・啓発を図る。
イ 制度の活用が進まない隘

あい

路等について、引き続き、実態を把握しつつ、事業の適正な活用
促進に向け、特に建設業務労働者就業機会確保事業について、制度の趣旨である、一時的な
労働力の過不足を調整し、就業の場の確保を通じ労働者の雇用の安定を図る観点から、必要
な見直しを検討する。
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